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論 文

マイクロホン対を用いたスペクトルサブトラクション

による雑音除去法

水町 光徳† 赤木 正人†

Noise Reduction by Paired-Microphones Using Spectral Subtraction

Mitsunori MIZUMACHI† and Masato AKAGI†

あらまし 本論文では，マイクロホン対で受音した雑音が含まれる信号から雑音のスペクトルを解析的に推定
し，スペクトルサブトラクション（SS）を用いて受音信号のスペクトルから雑音スペクトルのみを減算する雑音
除去法を提案する．マイクロホンアレーを用いた雑音除去法としては，適応処理を用いた手法が主流であるが，
本手法は雑音の推定に関して解析的に構成する減算形アレーを使用する．このため，本手法は演算量が少なく，
しかも雑音の経時変化に対する雑音除去能力低下が生じ難いという性質をもつ．そして，従来の SSは定常雑音
の除去を目的としているが，本手法では時々刻々雑音スペクトルの推定を行うため，突発性雑音の除去も可能で
ある．本雑音除去法の性能を評価するため，雑音除去の計算機シミュレーション，並びに残響の少ない実環境で
の雑音除去実験を行い，雑音によりスペクトル包絡に生じたひずみが低減できることを確認した．

キーワード 雑音除去，マイクロホン対，スペクトルサブトラクション，音声認識

1. ま えが き

音声認識システムは，既に一部実用化されており，

各分野への普及には大きな期待が寄せられている．し

かし，実使用環境には雑音が存在し，雑音によりひず

みが生じた音声が入力されると認識性能は大幅に低下

する [1]．したがって，早急にこの問題を解決する必要

がある．

耐雑音性能を向上させるためにさまざまな研究が行

われているが，その問題を解決するためのアプローチ

は大きく二つに分類できる．

まず一つは，音声認識の照合部における耐雑音処理

である．例えば，HMMベースの認識アルゴリズムで，

クリーンな音声に対する状態と雑音の状態とを組み合

せることにより，変動性雑音まで考慮した音声認識ア

ルゴリズムも発表されているが，まだ満足できるレベ

ルには達していない [1]．

音声認識システムの耐雑音性能を向上させるための

もう一つのアプローチとして，音声認識システムのプ
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リプロセッサとしての雑音除去が考えられる．この手

法の特徴は，雑音除去アルゴリズムと認識アルゴリズ

ムとが完全に独立しているため，いかなる認識アルゴ

リズムにも対応できることである．

そこで，本論文では，後者の音声認識システムの雑

音除去プリプロセッサとしての雑音除去法を提案し，

その有用性について検討する．

本雑音除去法は，短時間フレームごとに，減算形マ

イクロホンアレーにより雑音の振幅スペクトルを解析

的に推定する．そして，スペクトルサブトラクション

（SS）[2]を用いて，受音信号の振幅スペクトルから推

定した雑音の振幅スペクトルを引き去る．

本手法の雑音除去性能を評価するため，計算機シ

ミュレーション，並びに残響の少ない実環境での雑音

除去実験を行った．その結果，LPC対数スペクトル包

絡ひずみを低減できることを確認した．

2. 雑音除去アルゴリズム

本雑音除去法では，図 1 に示すように，3本の無指

向性マイクロホンを等間隔に直線配列したマイクロホ

ンアレーを使用する．信号はすべて平面波で到来する，

すなわち音源とアレーは十分離れていると仮定する．

音声を s(t) とし，これがアレーの両端のマイクロ
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図 1 マイクロホンアレーと音声，雑音の関係
Fig. 1 Relationship among a microphone array,

speech and an acoustic noise.

ホンから成るマイクロホン対（主対）へ到来する際の

時間差を 2ζ とする．また，除去対象となる雑音 n(t)

の主対への到来時間差を 2δ とする．

アレーに到来する信号には，加法性の関係が成り立

つと仮定すると，それぞれのマイクロホンでの受音信

号 l(t)，c(t)，r(t)と音声 s(t)，雑音 n(t)との間には

l(t) = s(t− ζ) + n(t− δ) (1)

c(t) = s(t) + n(t) (2)

r(t) = s(t+ ζ) + n(t+ δ) (3)

の関係が成り立つ．

l(t)，c(t)，r(t)，及び s(t)，n(t) の Fourier変換を

それぞれ L(ω)，C(ω)，R(ω)，S(ω)，N(ω) とする

と，式 (1)，(2)，(3)はそれぞれ

L(ω) = S(ω)e−jωζ +N(ω)e−jωδ (4)

C(ω) = S(ω) +N(ω) (5)

R(ω) = S(ω)ejωζ +N(ω)ejωδ (6)

となる．

本手法では，以下に示すステップで雑音除去を行う．

1. 3本のマイクロホンの受音信号を用いて，音声（目

的信号）及び雑音（除去対象信号）の到来方向を

推定する．

2. 3本のうちの 2本のマイクロホン（マイクロホン

対）で受音した信号を用いて，中央のマイクロホ

ン位置における雑音のスペクトルを推定する．

3. 中央のマイクロホンでの受音信号から，先に推定

した雑音成分を引き去ることにより雑音除去を

行う．

以下，音声及び雑音の到来方向推定，雑音スペクト

ルの推定，雑音除去の順に説明する．

2. 1 音声及び雑音の到来方向推定セクション [3]

信号が平面波としてマイクロホンへ到来する場合，

信号の到来方向の推定は，信号が二つのマイクロホ

ンへ到来する際の時間差を推定することに相当する．

よって，本論文では，信号の到来方向として信号の二

つのマイクロホンへの到来時間差の推定を行う．

2. 1. 1 時間差推定の基礎アルゴリズム

平面波として到来する信号の到来時間差の推定に関

しては，二つのマイクロホンで受音した信号の相互相

関関数を計算し，その最大値を与えるタイムラグを信

号の到来時間差とする手法がある [4]．この時間差推

定法は，受音信号の周波数帯域が広いほど．また受音

信号のデータ長が長いほど推定精度が高くなる．そこ

で，本論文では二つのマイクロホンで受音した信号

x1(t)，x2(t) の Fourier 変換 X1(ω)，X2(ω) を用い

て，式 (7)により相互相関関数 φx1x2(t) を計算し，式

(8)により信号の到来時間差 d を求める．

φx1x2(t) = IFFT

[
X1(ω)X

∗
2 (ω)

|X1(ω)||X2(ω)|

]
(7)

d = argmax
t

[ φx1x2(t) ] (8)

式 (7) のように，クロススペクトルを受音信号のパ

ワーで正規化することにより，信号の振幅スペクトル

形状に依存せず，より高精度の時間差推定が可能にな

る [5]．以下，これを白色化相関法と呼ぶ．

2. 1. 2 音声及び最大雑音の到来時間差推定

本時間差推定法では，短時間フレームごとに目的信

号及び最大雑音の到来時間差を推定する．

STEP 1：［音声及び雑音の存在判定］

フレームごとに受音信号のパワーをチェックする．

それがしきい値を越えた場合に限り，そのフレームに

おいて信号の到来時間差推定，雑音除去を行う．

STEP 2：［一方の信号の到来時間差推定］

受音信号に含まれる信号のうち，最もパワーの大き

な信号の到来時間差を推定する．

まず，マイクロホンアレーの左端，中央，右端のマ

イクロホンで受音した信号 l(t)，c(t)，r(t) のそれぞ

れの Fourier変換 L(ω)，C(ω)，R(ω)を計算する．マ

イクロホン間隔が大きいほど高精度の到来時間差推定

が可能であるため，L(ω) と R(ω) を用いて，白色化

相関法により最もパワーの大きな信号の到来時間差

を推定する．ただし，式 (7)において使用する信号を

100Hzから 6 kHzまでの音声帯域に限定して相互相

関関数 φlr(t) を計算し，
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2d1 = argmax
t∈C1

[ φlr(t) ] (9)

により隣接マイクロホン間への到来時間差 d1 を推定

する．ここで，アレー両端のマイクロホンの間隔は，

隣接マイクロホン間隔の 2倍となっている．また，探

索範囲 C1 は前フレームで推定した二つの信号の到

来時間差の近傍，具体的には到来時間差の変化を 2 pt

（1 ptはサンプリング間隔）以内とする．これは，音

源は高速では移動しないという仮定に基づく制約条件

である．なお，前フレームにおいて時間差推定を行わ

なかった場合は，本フレームにおいて新たに音源が生

じたと考え，式 (9)において t の探索範囲 C1 に制約

を設けない．

STEP 3：［他方の信号の到来時間差推定］

受音信号に含まれる信号のうち，2番目にパワーの

大きな信号の到来時間差を推定する．

ここでは，STEP 2において推定した隣接マイク

ロホンに時間差 d1 で到来する信号を完全に抑圧し，

それ以外の成分の到来時間差を推定する [6]．まず，受

音信号 l(t) と c(t) を用いて，到来時間差 d1 方向に

アレーの指向性の死角（零点）を形成するようなビー

ムフォーマ glc(t)：

glc(t) =
1

4

[{
l(t+ d1 + τ )− l(t+ d1 − τ )

}
−

{
c(t+ τ )− c(t− τ )

}]
(10)

を考える．ここで，τ は 0以外の任意の定数とする．

STEP 2で推定した到来時間差 d1 は，音声の到来時

間差 ζ か雑音の到来時間差 δ のいずれかである．d1

が音声の到来時間差である場合，すなわち d1 = ζ の

場合，式 (10)の Fourier変換 Glc(ω)は，式 (1)，(2)，

(4)，(5)より

Glc(ω) = N(ω) ejω
ζ−δ
2 sinωτ sinω

δ − ζ

2
(11)

となり，音声 S(ω) に関する項は存在しない．また，

d1 = δ の場合，式 (10)の Fourier変換 Glc(ω) は

Glc(ω) = S(ω) e−jω
ζ−δ
2 sinωτ sinω

ζ − δ

2
(12)

となり，雑音 N(ω)に関する項は存在しない．つまり，

式 (10)は，図 1 の仮想マイクロホン Aの受音信号の

うち，時間差 d1 で到来する信号を完全に抑圧した信

号に相当する．同様に，c(t) と r(t) を用いて，時間

差 d1 で到来する信号を完全に抑圧した仮想マイクロ

ホン Bでの受音信号 gcr(t) を求める．

次に，glc(t) と gcr(t) の音声帯域の成分のみを使用

して相互相関関数 φglcgcr (t) を計算し，

d2 = argmax
t∈C2

[ φglcgcr (t) ] (13)

により，受音信号の中で 2番目にパワーの大きな信号

の到来時間差 d2 を推定する．探索範囲 C2 は最もパ

ワーの大きな信号の到来時間差 d1 の近傍，具体的に

は 2 pt以内を除くと定めた．

STEP 4：［音声及び雑音の到来時間差判定］

ここで，d1 と d2 のどちらが音声の到来時間差 ζ

で，どちらが雑音の到来時間差 δ かを判定する．

d1，d2 はそれぞれ，過去に推定した音声及び雑音

の到来時間差の推定結果に近い方を選択するものとし

た．これにより，ζ，δ が定まる．ただし，本手法では

雑音除去処理の開始時点において，音声あるいは雑音

の少なくとも一方の到来時間差は既知であるという仮

定を設けている．本手法では，無音区間が長時間続い

た場合は時間差推定に誤りが生じる可能性がある．こ

の問題点を解決するためには，音声あるいは雑音に関

する何らかの知識を保持しておき，適宜，音声/雑音

の判定を行う機構が必要となるであろう．

2. 2 雑音推定セクション [6], [7]

式 (1)，式 (3)にそれぞれ ζ ± τ1，−ζ ± τ1 の遅延

を与えた信号を加減算することにより，目的信号であ

る音声 s(t) を完全に抑圧するようなビームフォーマ

glr(t)：

glr(t) =
1

4

[{
l(t+ ζ + τ1)− l(t+ ζ − τ1)

}
−

{
r(t− ζ + τ1)− r(t− ζ − τ1)

}]
(14)

を定める．glr(t) の Fourier変換 Glr(ω)は

Glr(ω) = N(ω) sinω(δ − ζ) sinωτ1 (15)

となる．τ1 = δ − ζ と定めると，式 (15)は

G(ω) = N(ω) sin2 ω(δ − ζ) (16)

となり，雑音のスペクトル N(ω) は

N̂(ω) = G(ω)/ sin2 ω(δ − ζ) (17)

と推定できる．ただし，これでは雑音スペクトルの

うち
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ω =
nπ

δ − ζ
n：整数 (18)

となる周波数成分は計算できず，その近傍では推定誤差

が生じる．例えば，隣接マイクロホン間隔を 10 cmと

し，音声が正中面方向（ζ = 0），雑音が正中面より 30◦

方向（δ = 146µs）から到来する場合，約 3.4 · n kHz
（n：整数）付近が計算できない帯域に相当する．

そこで，式 (14)で定義した主対ビームフォーマで

雑音を推定できない周波数成分を，アレーの中央と右

端のマイクロホンから成るマイクロホン対（副対）で

の受音信号を利用して推定することを考える [3]．副対

ビームフォーマ gcr(t) は，式 (10)と同様に

gcr(t) =
1

4

[{
c(t+ τ2)− c(t− τ2)

}
−

{
r(t− ζ + τ2)− r(t− ζ − τ2)

}]
(19)

と定める．ここで，τ2 = (δ − ζ)/2 とすると，gcr(t)

の Fourier変換 Gcr(ω) は

Gcr(ω) = N(ω) ejω
δ−ζ
2 sin2 ω

δ − ζ

2
(20)

となる．副対ビームフォーマ gcr(t)で雑音を正確に推

定できない周波数帯域は

ω ≈ 2mπ

δ − ζ
m：整数 (21)

となる．したがって，副対ビームフォーマ gcr(t) を使

用することにより，主対ビームフォーマ glr(t) で雑音

を正確に推定できない周波数帯域のうち，n が奇数の

場合は推定できるようになる．なお，n が偶数の場合

は，副対ビームフォーマ gcr(t) を使用しても雑音スペ

クトルを正確には推定できない．

ここで，簡単のため ζ = 0，つまり音声は正中面方

向から到来すると仮定する．このとき，雑音スペクト

ルの推定値 N̂(ω)は，二つのしきい値 ε1，ε2 を設け，

以下により求める．

N̂(ω) =




Glr(ω)/ sin
2 ωδ, sin2 ωδ > ε1 (a)

Gcr(ω) e
−jω δ

2 / sin2 ω
δ

2
,

sin2 ωδ <= ε1 and sin
2 ω

δ

2
> ε2 (b)

Glr(ω)/ε
2
2, sin2 ω

δ

2
<= ε2 (c)

(22)

つまり，sinωδ が十分大きい周波数帯域 (a)では，マ

イクロホン間隔が大きい主対ビームフォーマを用いて

雑音スペクトルを推定する．sinωδ が小さくなるに従

い計算誤差が大きくなるので [7]，その周波数帯域 (b)

においては副対を用いて雑音スペクトルを推定する．

副対を使用しても雑音スペクトルを推定できない周

波数帯域 (c)に限って，雑音スペクトルを近似的に定

める．

2. 3 雑音除去セクション

本手法は，音声認識システムの雑音除去プリプロ

セッサを目指しているため，雑音により位相スペクト

ルに生じたひずみについては考慮しない．これは，現

在の認識アルゴリズムの多くが，振幅スペクトルに基

づいた距離尺度を利用しているため，雑音により振幅

スペクトルに生じたひずみさえ回復すればよいからで

ある．そこで，周波数領域における減算である SS [2]

を利用し，受音信号を Fourier変換した C(ω) の振幅

スペクトル |C(ω)| から，先に推定した雑音の振幅ス
ペクトル |N̂(ω)| を引き去ることを考える．
このとき，音声の振幅スペクトルの推定値 |Ŝ(ω)|

は，Bollの SS [2]を改良した非線形 SS：

|Ŝ(ω)|

=

{
|C(ω)| − α · |N̂(ω)|, |C(ω)| >= α · |N̂(ω)|
β · |C(ω)|, otherwise

(23)

により推定する．ここで，α，β は定数とする．

2. 4 本雑音除去アルゴリズムの特徴

本手法の雑音推定セクションでは，解析的に減算形

アレーを構成している．

減算形アレーとしては，Griffiths-Jim形アレー [8]

や AMNOR方式 [9]がよく知られている．最近では，

永田らが音源追尾機構を備えた雑音抑圧法 [10], [11]を

提案している．しかし，これらは適応フィルタを使用

しているため，雑音の変化への追従が難しく，音声と

雑音との相関が高い場合など，雑音の種類によっては

性能が大幅に低下する [4]．一方，本手法は，信号の到

来時間差推定を行い解析的に雑音を推定するため，雑

音の経時変化に対する雑音除去能力低下が生じにくく，

しかも演算量が少ないという利点をもつ．

次に，本手法の雑音除去セクションでは，非定常雑

音の除去も可能である．

Bollが提案した SSは，定常雑音の除去を目的とし
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ているため，非音声区間で受音した信号の振幅スペク

トルを利用する [2]．時間の経過とともに，非音声区間

で受音した信号の振幅スペクトルを変更する手法 [12]

も提案されているが，これでは音響特性が短時間で大

幅に変化する雑音，例えば突発性雑音などには対応で

きない．また，2チャネル SSとして，本手法と同様

に目的信号を除去し，雑音の振幅スペクトルを推定す

る手法 [13]が提案されているが，雑音を正確に推定で

きないという問題点がある．一方，本手法は，雑音の

振幅スペクトルを短時間フレームごとに正確に推定

できるため，時々刻々変化する雑音の除去が可能とな

り，以上の SSでは不可能であった突発性雑音も除去

できる．

3. 雑音除去実験

本雑音除去アルゴリズムの性能を評価するため，客

観的評価尺度を設定し，雑音除去の計算機シミュレー

ション，並びに残響が少ない実環境における雑音除去

実験を行った．

3. 1 客観的評価尺度の設定

客観的評価尺度としては，一般に信号対雑音比

（SNR）やスペクトルひずみ（SD）が用いられてい

る．しかし，本手法は位相を全く考慮していないため，

時間波形の SNRを雑音除去性能の評価尺度として用

いるのは不適切である．

そこで，本論文では，SDと同様に周波数領域で定

義される評価尺度を設定する．まず，音声認識アルゴ

リズムの多くが LPC分析に基づくスペクトル距離尺

度を利用しているという現状を考慮し，LPC 分析を

行い対数スペクトル包絡を計算する．そして，短時間

フレームごとに，雑音によりその対数スペクトル包絡

に生じたひずみを SDと同様に計算する．以下，これ

を LPC対数スペクトル包絡ひずみ（LPC-SED）と呼

ぶ．LPC-SEDの計算にはユークリッド距離を用いる

が，これはユークリッド距離が距離尺度の対称性，正

値性を満たすことができ，音声認識の距離尺度として

利用価値が高いためである [16]．

実際の計算方法については，評価の基準となる信号

（クリーンな音声）と評価対象信号（雑音除去前，後の

信号）のそれぞれに対し，各フレームごとに LPC対

数スペクトル包絡を表 1 に示す条件で求め，それらを

Sc(ω)，Sx(ω) とする．なお，本論文では LPC-SED

を計算するために，雑音除去後の音声の振幅スペクト

ルと受音信号の位相スペクトルを用いて，逆 Fourier

表 1 LPC分析条件
Table 1 Conditions for LPC analysis.

分析パラメータ 設定値
サンプリング周波数 12 kHz

フレーム長 21.3ms

フレーム周期 5.3ms

窓関数 hamming窓
LPC次数 16

プリエンファシス 0.98

変換により時間領域へ変換した信号を作成し，これを

LPC分析して求めたスペクトル包絡を Sx(ω) として

いる．これは，音声認識で通常用いられている分析条

件を考慮し，雑音除去処理の分析条件（表 2）とは異

なる分析条件（表 1）で評価を行うためである．

このとき，LPC-SEDを次式で定める．

LPC-SED =

√√√√ 1

N

N∑
i=1

{Sx(i)− Sc(i)}2 [dB]

(24)

N：最高周波数（6 kHz）に対応するサンプル番号

3. 2 雑音除去の計算機シミュレーション

3. 2. 1 シミュレーションデータ

計算機シミュレーションのためのデータは，計算機

上でクリーンな音声に雑音を付加して作成した．これ

は，暗騒音や残響が全く存在しない理想的な環境（自

由音場）に相当する．

音声は，ATR音声データベース [17]に収録されて

いるタスクコード SY単音節データセットから，男性

話者mht発話の単母音/a/，/i/，/u/，/e/，/o/の五

つを使用し，それらの到来時間差を 0（正中面方向か

ら到来）と設定した．一方，雑音は継続時間が 50ms

で帯域幅が 200Hz，中心周波数が 1.5 kHzと 2.5 kHz

の 2種類の狭帯域雑音が，音声区間中で突発的に発生

するよう作成した．これらの雑音は，前者が到来時間

差 8 pt（右 35◦に相当），後者が到来時間差 10 pt（右

45◦に相当）と設定した．

音声と雑音との時間的関係については，音声デー

タ/a/を使用した場合，音声が約 10msから約 150ms

まで存在し，中心周波数 1.5 kHzの雑音が 30msから

80msまで，中心周波数 2.5 kHzの雑音が 90msから

140msまで存在する．

また，雑音除去アルゴリズムの各種パラメータは，

表 2 に示す値に設定した．フレーム長を非常に短く

設定した理由は，突発性雑音などの時変性雑音にも対
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表 2 雑音除去アルゴリズムのパラメータ設定値
Table 2 Parameter settings for noise reduction.

パラメータ 設定値
隣接マイクロホン間隔 10 cm

サンプリング周波数 48 kHz

フレーム長 5.3ms

フレーム周期 2.7ms

窓関数 hamming窓
しきい値 ε1 0.5

しきい値 ε2 0.2

サブトラクション係数 α 1

フロアリング係数 β 0.001

図 2 クリーンな音声の対数スペクトル包絡
Fig. 2 Log spectral envelope of clean speech.

応できるようにするためである．本論文では，信号の

到来時間差の推定精度を向上させるため，到来時間差

推定と雑音推定・除去処理とでは異なる分析条件を採

用した．表 2 に示した分析条件のもと，第 (4n + 1)

フレーム（n = 0, 1, 2, · · ·）において，第 (4n+ 4) フ
レームまでの 4フレーム分の信号をいったん統合し

て到来時間差推定を行い，第 (4n+ 2)，第 (4n+ 3)，

第 (4n+ 4) フレームでは第 (4n+ 1) フレームで推定

した信号到来時間差を利用して雑音推定・除去処理を

行った．

3. 2. 2 雑音除去の計算機シミュレーション結果

クリーンな音声/a/の対数スペクトル包絡を図 2に，

それに SNRが −10 dBとなるように突発性雑音を付
加した音声を図 3に，雑音除去を行った結果を図 4に

示す．図 2～図 4 の対数スペクトル包絡は，それらの

より細かな差異を見るため，LPC分析ではなく，FFT

ケプストラムより求めたものである．

ここで，LPC-SED のフレームごとの計算結果を

図 5 に示す．図 5 は，上段から順に，SNRが 0 dB

である雑音除去前音声の LPC-SED，雑音除去後音声

の LPC-SED，雑音除去による LPC-SEDの改善量で

図 3 雑音を付加した音声の対数スペクトル包絡
Fig. 3 Log spectral envelope of noise-added speech.

図 4 雑音除去後音声の対数スペクトル包絡
Fig. 4 Log spectral envelope of noise-reduced speech.

図 5 LPC-SEDの変化（上段：雑音除去前の LPC-SED，
中段：雑音除去後の LPC-SED，下段：雑音除去に
よる LPC-SEDの改善量）

Fig. 5 Changes of LPC-SED (Upper panel: LPC-

SED before noise reduction, Mid panel: LPC-

SED after noise reduction, Lower panel: Im-

provement of LPC-SED by noise reduction).
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図 6 音声及び雑音の到来時間差の設定値とその推定結果
Fig. 6 Set time differences of speech and noises, and

results of their estimations.

図 7 各 SNRに対する LPC-SEDの平均改善量
Fig. 7 Mean improvement of LPC-SED for each

SNR.

ある．音声と雑音が共存する区間における LPC-SED

の平均改善量は約 4.85 dBであった．この場合の音声

及び雑音の到来時間差推定結果を図 6 に示している．

図 6 の縦軸は，隣接マイクロホンへの到来時間差を表

している．図中の実線は，音声及び雑音の到来時間差

の設定値，‘∗’，‘○’はそれぞれ最初に推定された信号
の到来時間差，2番目に推定された信号の到来時間差

である．

また，雑音を付加した音声の SNRが異なる場合の

雑音除去性能については，音声と雑音が共存する区間

における LPC-SEDの平均改善量を図 7 にまとめて

示している．図中の ‘∗’は音声及び雑音の到来時間差
を自動推定した場合，実線がそれらを既知とした場合

の LPC-SEDの平均改善量である．

/a/以外の音声データに対する雑音除去結果は，音

声と雑音が共存する区間における LPC-SEDの平均改

善量として表 3 に示す．

LPC-SEDと音声認識率との関係については，LPC-

SEDによる評価結果と，ほぼ良好に認識結果を反映し

ている評価尺度 NDSR [18]による評価結果との比較

により検討した．ここで使用した音声は，ATR音声

データベース [17]に収録されている男性話者 mht発

話の音韻バランス単語 216語とし，到来時間差 0（正

表 3 日本語 5母音に対する LPC-SEDの平均改善量
Table 3 Mean Improvement of LPC-SED for

Japanese 5 vowels.

LPC-SED平均改善量 [dB]

母音 計算機シミュレーション 実環境（Mean [SD]）
/a/ 4.85 3.14 [0.10]

/i/ 7.79 5.13 [0.16]

/u/ 10.14 6.61 [0.43]

/e/ 4.15 3.33 [0.14]

/o/ 8.08 4.03 [0.18]

表 4 LPC-SED及び NDSRによる雑音付加音声，雑音
除去後音声の評価結果

Table 4 Results of evaluating noise-added and

noise-reduced speech on LPC-SED or

NDSR.

LPC-SED [dB] NDSR [dB]

before NR 11.15 (1.54) −6.57 (0.63)

after NR (DS) 8.22 (1.27) −3.33 (0.53)

after NR (proposed) 5.15 (0.68) −2.30 (0.26)

中面方向から到来）と設定した．雑音は，125Hzか

ら 6 kHz までのランダム帯域雑音とし，到来時間差

8 pt（右 35◦に相当）と設定した．これらを SNRが

+10 dBとなるように計算機上で加算し，表 2 に示す

条件で雑音除去を行い，LPC-SED，NDSRによる評

価を行った．参考のため，マイクロホン配置が同じ場

合の遅延和アレーによる雑音除去結果に対しても両評

価尺度で評価を行った．雑音除去前（before NR）と，

遅延和アレー（after NR（DS）），提案法（after NR

（proposed））で雑音除去を行った信号の各々に対して

計算した LPC-SED，NDSRの平均値（標準偏差）を

表 4 に示す．LPC-SED，NDSRは，両者ともそれら

の値が 0 dBに近いほど，評価対象音声のひずみが小

さいことを意味する．表 4 より，LPC-SEDによる評

価結果は，NDSRによる評価結果とほぼ同様の傾向を

示すことを確認できる．

遅延和アレーと提案法との性能をより詳細に比較す

るため，遅延和アレーのマイクロホン数と NDSRと

の関係を調査した．ATR音声データベース [17]に収

録されている音声に，125Hzから 6 kHzまでのラン

ダム帯域雑音を SNRが +10 dBとなるように計算機

上で加算し，マイクロホン間隔を 6 cmと設定した遅

延和アレーと提案法で雑音除去を行った結果を図 8に

示す．図 8 より，遅延和アレーで提案法と同等の雑音

除去能力を得るためには，6本のマイクロホンが必要

であることがわかる．
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図 8 遅延和アレーと提案法との性能比較
Fig. 8 Performance comparison between

delayed-and-sum array and proposed

method.

3. 3 残響の少ない実環境における雑音除去実験

3. 3. 1 実験データ

残響の少ない実環境における雑音除去実験には，計

算機シミュレーションで使用した音声信号及び雑音信

号のそれぞれをスピーカを用いて実音場に放射し，マ

イクロホンアレーで収音した信号を使用した．本実験

においては，各母音に対し，同一環境において 10回の

収音を行い，それらに対して雑音除去を行った．雑音

除去アルゴリズムのパラメータは，計算機シミュレー

ションの場合と同様，表 2に示す値に設定した．ただ

し，実験機材の都合上，二つの突発性雑音の到来時間

差は共に 8 pt（右 35◦に相当）とした．実験に使用し

た音場は，4m× 4.5m× 2.4mの防音室であるが，反
射音の影響を抑えるために室側面に吸音材を設置した．

残響時間は，500Hz以上の帯域においては約 50ms，

低周波数帯域に関しては 125Hzで約 320ms，250Hz

で約 100msであった．

3. 3. 2 実 験 結 果

母音/a/に対し，雑音除去前後の LPC-SEDと，雑

音除去によるその改善量を図 9 に示す．受音信号の

SNRは約 −0.6 dBで，音声と雑音が共存する区間に
おける LPC-SEDの平均改善量は，同一環境で収音し

た 10個の信号に対して雑音除去を行った結果，平均

が 3.14 dBであった．

次に，/a/以外の日本語母音に対する雑音除去結果

を表 3に示す．表 3に示した実験結果は，10個の収音

信号に対して雑音除去を行った場合の LPC-SEDの平

均改善量の平均値（Mean）と標準偏差（SD）である．

3. 4 考 察

従来の SSは，雑音を正確に推定できないこと，雑

音除去後に新たなひずみが生じることが問題であった．

雑音除去前後の音声のスペクトル包絡を示した図 3，

図 9 実環境における雑音除去結果（上段：受音信号の
LPC-SED，中段：雑音除去後の LPC-SED，下段：
雑音除去による LPC-SEDの改善量）

Fig. 9 Results of noise reduction experiment in a real

environment (Upper panel: LPC-SED before

noise reduction, Mid panel: LPC-SED after

noise reduction, Lower panel: Improvement of

LPC-SED by noise reduction).

図 4 を比較すると，本手法は突発性雑音をほぼ除去で

きており，従来の SSの問題点の前者は解決できたと

いえる．なお，式 (22) (c)に相当する帯域では，雑音

スペクトルを正確に推定できないが，これは音声帯域

のうちたかだか数パーセントにすぎない．ところが，

雑音除去後の音声のスペクトル包絡には，雑音が存在

していた帯域を中心に若干のひずみが生じている．こ

れは，SSの本質的な問題点であり，今後の更なる検討

が必要である．

本手法により雑音除去を行った結果，計算機シミュ

レーション（図 5，図 7，表 3），残響の少ない実環

境における実験（図 9，表 3）共に LPC-SEDが改善

されている．図 9 最上段の雑音除去前音声に関して

は，雑音を付加した区間以外でも LPC-SEDが大き

くなっている．この原因は，音声の立上り部以前は暗

騒音の影響で，音声の立下り部付近は暗騒音と残響の

影響であると考えられる．図 9 の雑音除去後音声の

LPC-SED（中段），雑音除去による LPC-SEDの改善

量（最下段）を見ると暗騒音は除去できているが，残

響は除去できていないことがわかる．残響除去は今後

の課題である．表 3 における母音による雑音除去性

能の差は，音声のホルマント周波数と二つの雑音の中

心周波数の関係に起因するものと考えられる．また，

SNRが 0 dBの場合の信号到来時間差推定結果（図 6）
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を見ると，雑音の到来時間差に若干の推定誤りが生じ

ている．しかし，信号の到来時間差が既知，それを自

動推定した場合の雑音除去性能を比較した図 7 より，

今回の実験条件においては，信号の到来時間差推定誤

差が小さい場合にはそれが雑音除去結果へ及ぼす影響

は非常に小さいことがわかった．

4. む す び

本論文では，減算形マイクロホンアレーにより雑音

を推定し，SSにより受音信号より雑音を除去する雑

音除去法を提案した．

本手法は，雑音の推定に関して解析的手法を用いる

ことにより，演算量が少なく，適応形アレーと比較し

て雑音の経時変化に対する雑音除去能力低下が生じに

くいという特徴をもつ．更に，時々刻々雑音スペクト

ルの推定が可能であるため，雑音に関する過去の情報

を一切必要としない．これにより，従来の SSでは不

可能であった突発性雑音の除去も可能になった．本論

文では，LPC-SEDの平均改善量により評価を行った．

雑音除去実験の結果，突発性雑音に対する本雑音除去

法の有効性を確認できた．

今後は，本手法の問題点である SSにより生じるひ

ずみへの対策について検討する予定である．また，よ

り実環境に近い環境を想定し，雑音源が単一ではなく

複数存在する場合，残響のある環境下での雑音・残響

除去法について検討していきたい．
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